
l. 沖合養殖基本施設開発研究

開発研究の必要性

本県における海面漁獲量は過去 5年間(昭和 45-49年)において 52万トンから 61万トンに

伸びているがその 85%が遠洋，沖合漁業によるサパ，スケトウダラ，スルメイカなどによって占め

られている。

沿岸漁業生産量は 10 婦から 15%に伸びているが， この主因はむつ湾におけるホタテガイ生産が

順調に伸びたためで，外海における沿岸漁業は全く頭打ちの状態にある。

年
A B C 

C/A 
総漁獲量 沖合，遠洋分 沿岸分

4 5 526，142トン 473，696トン 52，446トン 10.0% 

4 6 5 7 4，1 91 5 04，991 69，200 1 2.1 

4 7 607，840 525，764 82，076 13.5 

4 8 640，223 539，517 1 00，706 1 5.7 

4 9 6 1 1，969 520，804 91，165 14.9 

注;青森県海面漁獲統計による

これら頭打ちの原因として考えられることは北国特有の季節風によって秋冬期に著しく気象的制約

を受け漁船の出漁日数不足により漁場ならびに資源の効率的利用が妨げられ，加えて本県漁民の多く

が依存しているスルメイカの沿岸への来遊が不安定になってきたことであるo

更に本県漁業生産量のうちウエイトの高い沖合遠洋漁業についても，昭和 49年カラカスに始まっ

た国連海洋法会議において重要な議題である領海，経済水域の設定についてはそれぞれ 12浬 200

浬が大多数の国々により基本的に賛同され，現在開催されているニューヨークの第3回国連漉鮮法会議

における決定を待つまでもなく，アメリカ，カナダ，メキ vコ，アイスランド，セネガノレなど既に実

行にはいるか，実行を決定した国々が出たことにより重大な岸頭に立たされ，遠洋，沖合，沿岸とも

まさに危機に直面した感がある。

このような事態をどの様に解決するかその方策は簡単に打出されるものではないが，国際的問題と

切離して日本独自でできるものがない訳ではない。

例えば，本県漁業者の平按前梓間出漁段数は第 4次漁業セソサスiこよれば 200日以上のものが僅か

20%'こ過ぎず，大半が 20 0日未満(平均 150日程度)である。

言い変えれば漁場叉は資源の利用が 200日未満に過ぎないので，漁船自体が出動できなくても海

域をもっと長く利用できる方策があれば生産量も上がる道理である。

しかし自然の気象を克服して海を利用しようとすれば属大な費用を必要とし，これでは経営が成立

っていかない。従って時化を押え付けるのではなく，時化から退避できる施設があれば外海において

も充分生産を伸ばすことができるのではあるまいか。
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その施設は時化に対応して水深の深いところまで沈めてやることが必要なので，時化のなかに船を

出して沈下作業を行なうことは危険であり不可能な場合もあるので，何とかして陸上からリモートコ

ントロール方式で施設の浮沈装作のできるものが造れないものか。

このようなものの開発研究が是非とも必要であるとかねがね考えていたところである。

E 開発研究の取組んだ動機

昭和 48年 5月 21日に株式会社新潟鉄工所から養殖用浮沈イケスを利用する給餌νステムその

他のイケス管理方法について共同研究の可能性を打診してきたので，かねて興味のあるところでもあ

り，共同研究の可能性があることを解答した。

その際共同研究の前提として次のようなことを提示した。

1. イケスに関する一切の付帯経費ならびに設置経費は会社が負担すること。

2 調査に要する経費は水試が負担する。

3 イケスならびに付帯施設の保守ならびに故障修理i乙要する経費は会社が負担し，給餌装置に収容

する餌は水試が負担する。

4 調査項目は両者が協議して決定し，調査は主として水試が担当する。

その後同年 7月新潟鉄工所の担当者が来場し，会社の考えているイケスの内容について間取りした

ところ，生賓は八角形で中央部に機械室，パラストタンクが設けられている。

主要寸法はイケス本体が直径 10m高さ 5m，パラストタンクは直径 2.5m高さ 7.5m総重量15.7

トン(陸上)，繋留方法は 4点繋留となっている。

諸経費については，

(1) リモコン装置 2 5 0万円

(2) イケス本体 5 0 0 

(3) 繋留施設 5 0 0 

(4) 輸送費 600 

(5) 組立費 5 0 

(但し輸送費は東京，気仙沼間)

これらについて検討を加えた結果

A 本県沿岸漁民を対象として考えた場合実用品としては形状，経費とも過大である。

B 施設そのものが養殖に利用されるものではなく，施設に装着することによって，貝類，魚類の

養殖，その他の目的i乙利用できるような要すれば直径 3m未満且つ軽量で取扱いの簡便なものが

望ましい。

C 施設については水試のアイデア，改良案を採り入れた会社が設計，製作する。

等の提案を行なったところ， 4 8年 8月中に会社は共同研究実施についての可否を回答することを約

束した。

その後数回打合わせを行なった結果 50年4月 1日に青森水試，鯵ケ沢漁協，新潟鉄工 3者で覚書

きを締結し本開発研究が正式に出発することとなった。

- 358ー



国 開発研究体制

本開発研究費の直接経費は新潟鉄工所が日本舶用機器開発協会から融資を受ける関係上，融資契約

上から同協会と新潟鉄工の共同開発という建前になっており，日本舶用機器開発協会水中ウインチ開

発事業委員会が設けられ協会，青森水試，鯵ケ沢漁協，新潟鉄工学識経験者ら 10名が委員となり，

本開発実施計画の検討，開発実施上の技術的勧告および成果の取りまとめを行なうこととなった。

方 3者の覚書では 3者各々の所掌業務を規定している。すなわち

1 青森県水産試験場

(1) 本開発全般にわたる企画，立案

(2) 脆設の外洋実験

(3) 本開発に伴う各関係機関との連絡調整

(4) 本開発のための基礎的な海洋環境知識及び情報並びに市場情報の提供

(5) 施設の設計，試作，改良並びに各種試験に対する協力，助言

(6) 施設の外洋試験実施のための各種保安措置に関する調整，助言

2 鯵ケ沢漁業協同組合

( 1) 本開発のための基礎的海洋環境知識及び情報並びに市場情報の提供

(2) 施設の外洋試験実施に対する援助，協力並びに各種保安措置に関する援助，協力

(3) 施設の設計，試作，改良並びに各庵試験i乙対する協力，助言

3. 新潟鉄工所

(1)本開発全般にわたる企画，立案に対する援助，協力

(2) 施設の設計，試作，試験，改良

(3) 施設外洋試験実胞のための各種保安措置の立案，実施

(4) 本施設の関連各メーカーの取纏め，指導，助言，調整

となっている。

昭和 50年 10月に試作施設の外洋実験終了後第 2年目以降の開発研究を一層円滑且つ効果的に進

めるため 51年3月 9日沖合養殖施設開発協議会を設け，水試，鯵ケ沢漁協，新潟鉄工 北大水産学

部佐藤修教授，鯵ケ沢町，県漁連，水産業改良普及所，鯵ケ沢漁業研究グノレ プ，ニチモワ株式会社

を構成員として現地における体制を強化した。

W 開発計画

本開発研究は 3ヶ年で完了するメドをもって次の年次計画を樹立した。

1. 5 0年度

( 1) 本抱設の経済性評価研究

(2) 本施設の基本設計

(3) 水圧等によるリモコン式浮沈装置の設計，試作

(4) 向上装置の陸上水槽試験

(5) 同上装置の海中試験

2 5 1年度

(1) 本施設の詳細設計，試作
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(β 同上施設の外洋試験

(3) 同上施設の改昆設計，試作

付) 本施設の各種応，弔詞発に関Tる基礎研究

3. 5 2年度

( 1) 外洋試験

(2) 本施設の企業化に備え℃複数施設による外洋試験

(3) 各種応用調発関係胞設の設計，検討

(4) 本開発結果に関する総合評価，報告

となっているが. 2年目は施設を後数にしてホタテ養殖施設を装着し，ホタテガイを入れて生物試験，

付着生物，付着量，施設及び養殖権設の水中設置状15]1.. 施設の耐波性及び上下作動状況，繋留施設の

検討. ;1<.中自動給餌機の設計，試作，実験も併行して行なうことにしている。

V 研究システムの内容

本開発研究の対象として考えているものは，

1 ~手 iーからリモートコントロールできること。

2 施設自体に目的iこより各種蓄養殖胞設を結合できる装置であること。

3 施設の浮沈は海底にあるおもりと施設を繋ぐワイヤが巻き取られ，巻き戻されることによっ℃行

なわれること。

4. ワイヤ巻取りウインチを目転さぜる動力は水圧モータ又はバッテリによる。

5 おもりを設置才る水深は 60m未満とし.おもりの設置場所はおもりが埋没するおそれのない底

質とする。

6 リモ←トコントロール乙ノステムは水庄ポンプ又は無線によるスイッチ俵脱方式

とする 3

7 施設はなるべく軽量且つ堅ろうにして取扱い便利なるものとし，腐蝕，折損，ねじれについて充

分考慮されること。

8 連結品分はねじれ，摩耗，強度につき長期間耐え得る構造，材質であること。

9 同ーリモコン装置で多数の施設を同時に浮沈させることができること。

10 施設を任意の水深iこ止めることができること。

であって，試作第 1号の施設は第 l図のとおりである。

第 1表施設の要目
工員 目 仕 様

碩 目 仕 様 水中ウインチ

浮 力 体 f子 沈 速 度 2-4m/mtn 

浮 力 3 0 0 kg 定 格 何 重 2 0 Okg 

材 質 発泡スチロール 制 動 力 3.0 0 Okg 

比 重 o. 1 巻 込 み 量 50m 

耐 圧 1 Okg / CII! 重量(ワイヤ別〕 4 5 Okg 

保護 カ ノ、. 合成ゴム 3 !回l 動 力 v原 水圧モ タ

外 形 寸 法 9 0 0戸X 1.2 0 0 装置外形寸法 65め<620X900
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第 1図施設の形状及び規模

浮己己
j 体日日
ス

l山口
|↓ 

F 
(平面図)

クインチ

6 5 (側面図)

海 底へ
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この施設は陸上にある水圧ポンプを回すことにより施設に水圧を送り，施設にあるマリンモータが

回転しワインチが連動してワイヤを巻き取って施設は沈下し，モ タを送転させることによって浮上

する νステムである。

第 2図基本施設配置例

浮 沈 施 設

海 面

水

圧

ノ、

イ

プ

陸 上

VI 実験結果

試作品は水圧モータの完成が遅れたため油圧モータを装着して 50年10月2日に福島県小名浜市

の陸上水槽で予備実験を実施したところ一応満足すべき結果が得られたので， 1 0月19日水産試験

場に施設が持ち込まれ，実験i乙立合う新潟鉄工関係者も現地に集結した。

1. 外洋実験

( 1) 実験期日 5 1年 10月20日

(2) 実験場所

青森県西津軽郡鯵ケ沢町鯵ケ沢港赤灯台から 354度(4 004 8. 5' N 140012. 3' Ei 
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第 2表海気象環 境

立三一----
水 深

環 底 質

境 水 色

透 明 度

水 温

波の方向

海 う ね り

潮 流 水 深

Om 

5 

象 1 0 

2 0 

2 8 

天 候

気 気 /晶

雲 量

気 圧

象 風 向

風 力

(4) 実験に使用した船舶

試 験船瑞鴎丸(4 0.8 1トン)

プラスチック伝馬船 (0.2トン)

(5) 実験方法

諸

30m 

砂

4 

2 1m 

2 1. 5 oc 

NW 

1 

流 向

2 600 

260 

210 

260 

25 0 

b. e 

2 OOC 

5 

1，0 1 3.5 m b 

WNW 

2 

フじ

流 速

0.07m/S 

0.03 

0.02 

0.0 1 

0.01 

実験場所まで試験船で施設を運び，現地到着後次の順序で実験を実施したo

A 投錨し試験船を固定

B 重り (350kg) とクインチから出ているワイヤの先端を連結し.船尾から静かに海中iこ投

下。

C 船上にある油圧ポンプと施設にあるマリンモータを油圧ケープルにより接続。

D ポンプ運転iこよりクインチを作動し，ウインチをおもりの直上まで誘導してワイヤのたるみ

を是正した。

E 油圧モータを回転し施設の沈下，浮上状況， クインチの作動を反復縫認した。
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F 成 果

油圧ポンプ及びウインチの作動は良好で， ウインチi乙巻き取られるワイヤの巻き込みも案じ

ていた程のことは認められなかった。ウインチ本体は 2- 3m/;仰の速度で浮沈を行ない，翌

2 1日悪天候のため港口で実験した場合も前日同様の成果が得られた。

第 5表 1回目実験結果

水 深 沈下時間 浮上時首 沈下速度 浮上速度
潮 流

流同 流 速

OM wl//宵un 2 10 c 0.1 5mAec 

5 2分 27秒 2 210 0.12 

1 0 4 3D 2.2 2.54m//lItn 205 0.1 2 

1 5 6 20 2.36 

2 0 8 o 3 2.4 8 245 0.03 

2 5 9 50 2.54 

2 8 210 001 

第 4表 2回 目実験結果

水深 沈下時間 浮上時間 沈下速度 浮J:iA度
潮 流

流育 流速

OM 
200。 0.07m〆白ec

5 260 0.03 

1 0 5分 0秒 8分23秒 2m//lItn 2.7m/TlIln 21 0 0.02 

1 5 

20 8 23 2，38 260 0.01 

2 5 

28 250 0.0 1 

注 A 作動油の温度 3 80C 

B 設定圧力 5 Okg / crd 

C アンカー 3 30kg 

D 懸1)1力(浮力) 200kg 

E ホース長さ 100m (6本)

第 5表 最低起動圧力を 25kg/crdとした場合の実験結果

水深 沈下時間 浮上時間 沈下速度 浮上速度

OM 

5 2分 46秒 1分50秒 1.8mパ脚 I2. 73m，A脚
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w問題点
以上 1年目の計画に対する実験は成功裡に終了したが，今後に対して幾多の問題が残されているコ

すなわち物的問題と経営的問題並びに行政的問題に分けることができる。

1 物的問題

(1) 耐久性のある水圧モータの研究

(2) 施設全般について耐蝕性に関わる研究

(3) 各連結部が波の震動により摩耗，脱落等が考えられるので，材質，工法に対する検討

(4) 無線によるリモコン方式を採用する場合において水面上にあるアンテナの安定的保持に関する

研究

(5) 海上において簡便なノミッテリー充電文は交換法の確立

(6) 1箇のリモコ Y操作で多数の養殖施設が同時に浮沈できるνステムの開発

(7) 水圧ポンプから海上施設までの配管工法

2. 経営的問題

(1) 浮沈施設及び付帯施設の軽量化ならびにコストダウンに関する研究

(2) 施設の故障，流失，その他事故ある場合における補償措置の検討

(3) 施設を利用する漁民の経営形態及び負担限度に関する検討

(4) 養殖対象種苗の生産体制並びに安定的確保に関する検討

(5) 生産物の販路及び流通体制に関する検討

(6) 施設利用文は購入に関する検討

3. 行政的問題

(1) 無線によるリモコ Yi/ステムをとる場合における周波数設定に関する検討

(2) 漁民負担限度を上回る投資に対する国，県の援助iこ対する検討

(3) 国，県の補助対象となり得る経営形態の検討

(4) 各療漁業との漁場調整並びiこ漁場線引きの検討

唖 タト洋養殖構想

本施設を使用して養殖業を営むとすれば経済性からいって必然的に集団経営(生産組合，漁協単位，

その他の集団)とならざるを得ないものと思われる。

すなわち浮沈乙/ステムが水圧方式をとるにしても，無線方式をとるにしても 1台のリモコン施設で

少数の抱設を稼働させることより多数の施設を稼働させることの方が有利であることは当然であり，

将来これら施設が補助の対象となった場合においても個人経営の場合は適用されないなど不利益を受

ける。

外洋においてはある程度流れもあり，プランクトンも豊富で水深も自由に選択できるなど湾内に比

べ℃有利な点が多く，養殖生物による排世物公害も被害を最小限iこ止め得る可能性の多いことから密

殖による問題も湾内i乙比べて少ないのではないかと考えられる。

文養殖の対象を何iこするかが問題になるが，すべての養殖に共通であるように短期間に生長し，経

費の比較的かからない商品価値の高いものが指向されることは当然である。

例えばアワピ，ホタテガイ，クルマエピ，オーマルエピ(フランス産).プリ，タイなどがあげら
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れ，蓄養種としてはヒラメ，カレイ，ナマコ，カニ類が考えられる。このためには時化の場合施設が

中底層にあっても自動的に給餌できる施設の併用が必要となり，その開発が急がれる。

施設を利用して行なう養殖場の水深は地域，地形，時期により一概に論ずることはできないが， 施

設繋留用のアンカ一文はコンクリートフロックについて繋留索を交換したり，その他ダイパーの潜水

限界，施設本体の規模等からいって水深 50~60m 未満が現段階においては妥当ではないかと考え

られる。

但し繋留索が切断した場合繋留施設は使い棄てにして魚礁代わりに利用したり，ダイパーの潜水限

界がアップしたりした場合は養殖場水深が拡大されるが，施設及び付帯設備が大型化することは避け

られない。

つまり経済性を強調すれば漁場は制約され，漁場を拡大しようとすれば施設のコストは高くならざ

るをf与ない。

しかし海洋法の結末から限られた漁場内において生産性を高め，漁業者の生活安定を図ろうとする

のであればその大白的の前にとられるべき施策はいうまでもないことである。

医 経済効果

本施設が開発されることによるメリットとして次のようなことがあげられる。

1. 海上時化のため漁船による操業ができない場合でも魚貝類の蓄養殖を目的として年聞を通じ漁場

の利用が可能となる。

2 陸上からのリモートコントロールで施設の浮沈操作が可能なので，省人，省力化が果たされる。

3 任意の水深需に施設を止めておくことができるので，時化，異常海況に対応して施設の保全，生

物の安全が健保できる。

4. 油やその他の要因による海水汚濁現象に対応して生物の迅速な退避が可能である。

5. 定置網などにより獲られた小型の魚類，身入り不良な甲殻類などを短期蓄養により付加価値を高

めることができる。

6. 人工採苗により得られた種苗を自然環境下において中間育成から商品サイズi乙至るまで保護，管

理，育成できる。

本県のむつ湾においてはホタテガイ養殖業が定着しているので，むつ湾を除く日本海，津軽海峡，

太平洋の本県地先海面のうち水深 50 ~ 6 Omの海域を抽出すると約 3，00 0 Krrfある。

この海域内で技術的iこも経営的にも問題の少ないホタテガイをむつ湾内で行なっている規模と同程

度の垂下養殖方式で営むとすれば 39 9，0 0 0ケ統が設置され， 1ケ統当たりの生産実績 (23 0円

X 1，5 0 Okg二 34 5，0 0 0円)から算定すると 1，37 6億 5，500万円が生産され，昭和 49年に

おける本県海面総漁獲金額 (66 8億 3，100万円)の優に 2.1倍が見込まれ所得率 20 係とすれば

412億 9，65 0万円が漁業所得となる訳である。

勿論この前提として稚貝の確保が先決であるがホタテ貝を一例にとってみても斯くのとおりで，外

洋養殖に望みがもてることは日本の水産界に一大転機をもたらし，このためには厚苗生産技術，養殖

技術，施設管理技術など一連の技術開発が促進されなければならないことは論をまたない。

叉これら開発の促進に対しては国及び地方公共団体の理解と思い切った胞策の展開が必要であり，

単i乙国，県の試験研究機関だけでなく海洋開発関連メーカー及び漁業者との提携によるプロジェクト
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研究こそが現実に即し，しかもタイムリ に開発を果す方向ではあるまいか。

第 6表 算定の墓礎

項 日 数 量 備 考

1ケ統の幹縄の長さ 20ωn 

1/ 寵 数 1 00ケ 10段寵

1寵当り収容貝数 150枚

1ケ統当り収容只数 15，000 150似 100= 15，000枚

1/ 生産額 345，000円 230円X1，50 rYcg=3 45，000円

lKrri当り設置統数 1 33ウ統 2，000，000枚-:'-15，0 00枚二 133

I1 生産額 45，885，000円 345，000円X133ケ紛争45，885，000円

3，00 0胎dの生産額 1 3，7 6 5，5 00万円 45，885千丹<3，000二13，7 6 5，5 0 0力円
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